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エネルギー起源ＣＯ２排出の構図
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産業産業

・新エネルギーの利用促進
・原子力の推進
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産業部門①

○産業部門におけるｴﾈﾙｷﾞｰ起源CO2排出量は、製造業からの排出が９０％を占めている。

○うち、鉄鋼 ３４％、化学 １３％を占め、窯業土石（セメント）、パルプ・紙・板紙（製紙）を含めた素材
系産業からの排出は、６０％を超えている。

備考：2001年度ｲﾝﾍﾞﾝﾄﾘより作成

その他製造業, 128

28%

ﾊﾟﾙﾌ・ﾟ紙・板紙, 30
7%

窯業土石, 37

8%

化 学, 60

13%

鉄 鋼, 152

34%

非製造業, 44

10%

産業部門におけるエネルギー起源CO2排出量

2001年度・産業部門のエネルギー起源CO2排出量

単位：百万t-CO2
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産業部門②

０２年度

９０年度
ＣＯ２排出量

省エネ努力
：▲２１．７百万t-CO2

（増減寄与度▲１７２％）

生産量増加
：１０．１百万t-CO2
（増減寄与度８０％）

○産業構造審議会・総合資源ｴﾈﾙｷﾞｰ調査会日本経団連環境自主行動計画ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ合同小委員会においてﾌｫﾛｰ
ｱｯﾌﾟした２９業種のうち、ｴﾈﾙｷﾞｰ転換部門、民生業務部門を除く２３業種（製造業の大半）について、そのCO2排出

増減量について要因分析を実施。
○当該部門におけるＣＯ２排出量は、９０年度から０２年度にかけて約３．５％（１２．６百万t-CO2）減少。

○内訳としては、電力ＣＯ２排出原単位が８％分、業界の省エネ等のエネルギー原単位改善により１７２％分改善して
いるのに対し、生産量増加分が８０％の排出増要因となっている。

（備考）2003年度自主行動計画フォローアップ資料（合同小委3/10）より作成。

注１：ｴﾈﾙｷﾞｰ転換部門・民生業務部門を除く２３業種（製造業の大半）について分析。
注２：産業機械、ﾍﾞｱﾘﾝｸﾞ、工作機械は、97年度の排出量からの増減。

電力ＣＯ２排出原単位
：▲０．９百万t-CO2

改善（増減寄与度▲８％）

電力等のCO2排出原単位 ｴﾈﾙｷﾞｰ原単位 生産量× ×

産業部門におけるエネルギー起源CO2排出の構図

ＣＯ２排出増加の要因分析（９０年度→０２年度）

（百万t-CO2）

排出減：▲１２．６百万t-CO2
（増減寄与度１００％）

３６８百万t-CO2

３５５百万t-CO2
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2010年時点での排出量を見通す際の増減要因

備考 自主行動計画ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ資料より作成
ｴﾈﾙｷﾞｰ転換部門、民生業務部門を除く

備考 2001年度ｲﾝﾍﾞﾝﾄﾘより作成

製造業全体について試算

産業部門③

●２００１年度の排出量をベースにした産業部門のCO2排出削減量につい

て試算したところ、以下のとおり。

①生産量を一定として、製造業２３業種におけるｴﾈﾙｷﾞｰ原単位がそれぞれの目標通り改善された場合
｛（２００１年度ｴﾈﾙｷﾞｰ原単位）－（２０１０年度ｴﾈﾙｷﾞｰ原単位）｝×（２００１年度生産量）

②電力需要を一定として、電力CO2排出原単位が電事連の目標通り改善された場合（製造業全体）
｛（２００１年度電力CO2排出原単位）－（２０１０年度電力CO2排出原単位）｝×（２００１年度電力消費量）

●産業部門におけるCO2排出量は、経済情勢等の帰趨を踏まえた生産動向、各業種における自主行動計画の目

標値を超えた取り組み等により変わりうる。

削減ポテンシャル （参考）２００１年度ＣＯ２排出量（４５２）
－１９９０年度ＣＯ２排出量（４７６）
＝▲２４（百万ｔ-ＣＯ２）

備考：2001年度ｲﾝﾍﾞﾝﾄﾘより作成

（百 万 t-C O2）

2 0 0 1 年 度 実 績 値 目 標 達 成 ケ ー ス 削 減 ﾎ ﾟﾃ ﾝｼ ｬ ﾙ

3 4 9 3 4 0 ▲ 9

（百 万 ｔ-C O 2）

2 0 0 1 年 度 実 績 値 目 標 達 成 ケ ー ス 削 減 ﾎ ﾟﾃ ﾝｼ ｬ ﾙ

4 0 8 3 9 7 ▲ 1 1
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産業部門④

（ＣＯ２排出原単位）×（エネルギー原単位）×（生産量）

・高効率設備の導入
・設備効率・運用の改善
・廃熱回収
・省エネ技術開発

・電力等のＣＯ２排出原単位の改善
・ボイラー等の燃料の転換

産業部門においては、各業種において、自らの業種に係る国際的なエネルギー効率水準
を踏まえつつ、エネルギー原単位の改善に向け、努力を継続するとともに、自主的取組み
に関する透明性・信頼性を向上していくことが重要ではないか。

産業部門における対策の方向性
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民生・家庭部門①

家庭部門における用途別ｴﾈﾙｷﾞｰ消費量

○家庭部門におけるエネルギー消費においては、動力他（ＴＶ、照明、ＯＡ機器など）の消費量が３
６％、給湯用の消費量が２９％を占めており、両部門で全体の６割以上を占めている。

○また、冷暖房による消費量は、併せて約３割を占めている。

備考：日本エネルギー経済研究所「エネルギー・経済統計要覧」より作成

2001年度・家庭部門の用途別エネルギー消費量

動力他, 796PJ
36%

給湯用, 635PJ
29%

暖房用, 569PJ
26%

冷房用, 43PJ
2%

厨房用, 143PJ
7%
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民生・家庭部門②

備考：
注１：家庭部門全体のＣＯ2排出増をＣＯ2排出原単位改善寄与分とエネルギー消費増加寄与分に分解し、更に後者について、トップランナー規制の対象機器毎に機器効率、保有

台数、使用量に要因分解。
注２：上記分析におけるＣＯ２排出量のカバレージは、民生家庭部門からのＣＯ２排出量全体の約７０％（９０年度）、約６７％（０１年度）
注３：計算方法詳細については、別紙参照。

○トップランナー規制の対象民生機器について、そのＣＯ２排出量の要因分析を実施。電力ＣＯ２排出原単位が３１％
分、機器効率が２９％分改善しているのに対し、機器の使用量、保有台数がそれぞれ８４％分、７６％分の排出増要
因となっている。

０１年度９０年度

電力ＣＯ２排出原単位改善
：▲４百万ｔ-ＣＯ２

（増減寄与度▲３１％）

保有台数増加
：１０百万ｔ-ＣＯ２

（増減寄与度７６％）

機器効率改善
：▲４百万ｔ-ＣＯ２

（増減寄与度▲２９％）

機器の使用量増加
：１１百万ｔ-ＣＯ２

（増減寄与度８４％）

９０百万t-CO2 １０３百万t-CO2

機器の使用燃料・電力
に応じたＣＯ２排出係数

・機器効率
・断熱性能

機器の使用量
保有台数

（保有率×世帯数）
× × ×× 使用状況

民生・家庭部門におけるエネルギー起源CO2排出の構図

ＣＯ２排出増加の要因分析（９０年度→０１年度）

ＣＯ２排出量

（百万t-CO2）

排出増加：１３百万t-CO2
（増減寄与度１００％）
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民生・家庭部門③

▲１９．５－－削減ポテンシャル

▲０．２３０．０PC

▲０．３１０．０温水洗浄便座

▲２．３１４．２照明

▲０．６６３．４ＶＴＲ

▲０．５１６．８ＴＶ（２９インチ以上）

▲１．０１６．５ＴＶ（２９インチ以下）

▲１．１６６．０冷蔵庫（３００Ｌ以上）

▲０．２５７．０冷蔵庫（３００Ｌ以下）

▲０．９１２．２ガスコンロ

▲０．１３．４灯油給湯器

▲０．９４．０ガス給湯器

▲０．４３．７石油ストーブ

▲１１．０４６．７エアコン

削減量（百万ｔ-ＣＯ２）機器の効率改善率（％）

①機器効率の改善
トップランナー規制の対象機器について、２００１年時点で

の使用量、全保有台数をベースに現行トップランナー基準を達
成した機器が全て普及した場合の削減量

▲１９．５百万ｔ-ＣＯ２

削減ポテンシャル

●２００１年度排出量実績をベースにした削減ポテンシャル試算

（備考）・効率改善率：（TR保有効率②-BAU保有効率①）／BAU保有効率①
①98年までは各年の効率の実績値を使用し、99年以降は各年の効率を98年

と同値とし、保有残存台数を加味して求めた保有効率
②保有台数が全てTR基準に置き換わった場合の保有効率

・上記機器に係るＣＯ２排出量は、家庭部門全体のＣＯ２排出量の約６７％をカ
バー。

＜排出増要因＞：機器の使用量、保有率、世帯数の増加等
＜排出減要因＞：現行ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ基準を上回る性能を持つ機器の普及、ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ規制への対象機器の追加、住宅の断熱性能向上、

HEMSの導入、専門家による消費者への働きかけ、国民努力の進展等

2010年時点での排出量を見通す際の増減要因

②電力ＣＯ２排出原単位の改善
電力使用量を一定として、電力ＣＯ２排出原単位が、電

気事業連合会自主行動計画の目標通り、９０年度実績から
２０％改善された場合の削減量

▲約９．１百万ｔ-ＣＯ２

・（電力ＣＯ２排出原単位の改善による削減量）
＝（家庭部門における電力消費量（２００１））
×（２００１年実績から２０１０年目標までの電力ＣＯ２排出原単位改善率）

・（２００１年実績から２０１０年目標までの電力ＣＯ２排出原単位改善率）
＝２０１０年電事連目標｛０．３４（ｋｇＣＯ２/ｋｗｈ）｝

／２００１年実績｛０．３７９（ｋｇＣＯ２/ｋｗｈ）｝

③その他の削減ポテンシャルが期待される分野
・住宅の断熱性能の向上
・ＨＥＭＳ（家電機器の最適運転システム）の普及

備考：2001年度インベントリより作成

（参考）２００１年ＣＯ２排出量（１５４）
－１９９０年ＣＯ２排出量（１２９）
＝２５（百万ｔ-ＣＯ２）

備考：2001年度ｲﾝﾍﾞﾝﾄﾘより作成
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民生・家庭部門④

（ＣＯ２排出係数） × （機器効率） × （断熱係数） × （使用状況） × （機器の使用量）

電力等のＣＯ２
排出原単位の
改善

トップランナー機器・
最高性能機器の普及

・省エネ住宅の普及 ・ＩＴ技術を活用した家電機
器等の最適運転等のシス
テム（ＨＥＭＳ）の普及
・専門家による消費者へ
の働きかけ
・国民努力による節約

民生家庭部門においては、エネルギー効率の高い製品を広く国民に普及していくことを対策
等の基本とし、国民各層における対応が着実に実施されるべく関係者の協力により、最も効
果を上げる政策手法を考えていくべきではないか。

メーカー：効率の高い機器
の開発、製造

販売業者：効率の高い機
器の販売

国民：効率の高い機器の購入

メーカー： 断熱性能の向上
に資する住宅・
製品の製造・販売

国民： 新築・リフォーム時に
おける省エネ住宅の
購入

×（保有率）×（世帯数）

民生・家庭部門における対策の方向性
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民生・業務その他部門①

○民生・業務その他部門とは、産業・運輸部門に属さない企業・法人部門であり、具体的には、小売・
卸売業、サービス業（学校・病院等の個人向サービス業、飲食業、国・地方公共団体等）、製造業等
の本社・研究所等の間接部門をいう。

○二酸化炭素排出インベントリーでは、その基になるエネルギー統計上、特に石炭・石油製品につい
て業務部門に関する直接の統計が殆ど存在しないため、他の部門の消費量を控除した残差をとる
こととなっている。2001年度から、エネルギー統計上の産業部門には、機械工業、化学繊維工業、

ガラス製品工業等のうち一部小規模事業所が調査対象から除外されたため、残差として求められる
民生・業務その他部門にこれらのデータが含まれる可能性が生ずる。このため、2001年度のインベ

ントリーから、「民生・業務その他部門」と呼んでいる。

業務部門のエネルギー消費
合計　２４６８ＰＪ(188百万t-CO2）

統計差
521PJ
21%

ガス
377PJ
15%

石油
576PJ
23%

石炭
41PJ
2%

電力
925PJ
38%

新エネルギー等
28PJ
1%

○従来のｴﾈﾙｷﾞｰ統計ﾍﾞｰｽで
みた場合の「業務部門」のｴﾈﾙ
ｷﾞｰ源別消費量。（ｴﾈﾙｷﾞｰ経
済統計要覧【日本ｴﾈﾙｷﾞｰ経済
研究所】）

○新ｴﾈﾙｷﾞｰ統計ﾍﾞｰｽの値と
従来のｴﾈﾙｷﾞｰ統計ﾍﾞｰｽでみ
た「業務部門」との差。内訳は、
Ａ重油(252PJ)と灯油(282PJ）
が大部分を占め、Ａ重油が全
て産業部門の残差としても、産
業起因分は最大で10%程度と
想定される。

備考：経済産業省「新ｴﾈﾙｷﾞｰバランス表」及び日本エネルギー経済研究所「エネルギー・経済統計要覧」より作成

民生・業務その他部門について
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民生・業務その他部門②

○業務その他部門は、様々な業態による事業者から構成され、業態別のｴﾈﾙｷﾞｰ消費を見ると、卸小
売が２１％、事務所ビルが１８％、官公庁等その他が１７％、ホテル・旅館が１２％を占める。

○用途別では、冷暖房が３０％、給湯・厨房が３０％、動力・照明等が４０％となっているが、９０年の値
と比較すると、冷暖房の割合が減少する（９０年度比７％減少）一方で、ＯＡ化等の影響から動力・照
明等の電力需要の割合が増加（90年度比７％増加）。

備考：日本エネルギー経済研究所「エネルギー・経済統計要覧」より作成

民生・業務その他部門のｴﾈﾙｷﾞｰ消費実態 (1)

業務その他部門の用途別ｴﾈﾙｷﾞｰ消費
（２００１年度）

給湯, 421PJ ,
22%

厨房, 158PJ ,
8%

冷房, 168PJ ,9%
動力他,

788PJ , 40% 暖房, 411PJ ,
21%

業務その他部門・業態別ｴﾈﾙｷﾞｰ消費
（２００１年度）

娯楽場, 82PJ

, 4%

病院,

189PJ ,

10%

ﾎﾃﾙ･旅館, 230PJ ,
12% 学校, 176PJ , 9%

飲食店, 154PJ , 8%

卸小売, 410PJ , 20%

ﾃﾞﾊﾟｰﾄ･ｽｰﾊﾟｰ,
33PJ ,2%

事務所ビル, 344PJ ,18%

官公庁その他, 329PJ ,

17%
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民生・業務その他部門③

○床面積当たりのエネルギー消費は、例えば、ホテルや病院は学校の約５倍となるなど、業種により
大きく異なる。また、事務所ビル、卸・小売は、動力・照明が過半を占めるのに対し、飲食店、ホテル、
学校は給湯や空調等の熱需要が過半を占めるなど、業種や営業形態・地域毎にエネルギー消費用
途は大きく異なっている。

○このような多様なエネルギー消費実態を示す業務その他部門においては、事業者がその実態を把
握し、それに応じた適切な対策を講じていくことが必要となる。

備考：日本エネルギー経済研究所「H14年度民生部門エネルギー消費実態調査」より作成

民生・業務その他部門のｴﾈﾙｷﾞｰ消費実態 (2)

業態別エネルギー原単位の推移
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㎡

･年

９０年度

０１年度

空調
24%

給湯・厨
房

44%

照明・動
力

32%

空調
31%

給湯・厨房
4%

照明・動力
65%

空調

24%

給湯・厨

房

9%

照明・動

力

67%

地域別用途別ｴﾈﾙｷﾞｰ原単位

108

121

117

29

63

47

61

21

23

22

24

10

0 100 200 300

北海道

中部

九州

kcal／㎡・年

照明・動力

冷房

暖房

その他

業種別(小売)用途別ｴﾈﾙｷﾞｰ消費原単位

0 500 1000 1500

食料品小売

コンビニ

一般小売

kcal／㎡・年

照明・動力

冷房

暖房

その他

業種別用途別ｴﾈﾙｷﾞｰ消費原単位

0 200 400 600

旅館

総合ﾎﾃﾙ

ﾋﾞｼﾞﾈｽﾎﾃﾙ

kcal／㎡・年

照明・動力

冷房

暖房

給湯等熱

【日本エネルギー経済研究所「エネルギー・経済統計要覧」より作成】
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民生・業務その他部門④

○業務部門のＣＯ２排出量は、９０年度から０１年度にかけて約２３％増加。
○内訳としては、電力ＣＯ２排出係数が２６％分、床面積当たり原単位が８％分改善しているのに対し、

床面積が１３４％分の排出増要因となっている。

（備考）
注１：業務部門全体のＣＯ2排出増をＣＯ2排出原単位改善寄与分とエネルギー消費増加寄与分に分解し、更に後者について、床面積の増加と床面積当たりの原単位改善に要因分解。
注２：上記分析におけるCO2のｶﾊﾞﾚｰｼﾞは、民生業務その他部門からの排出量全体の84%(90年度)、80%(’01年度)。
注３：計算方法の詳細については、別紙参照。

床面積増加
：３８．９百万ｔ-ＣＯ２

（増減寄与度＋１３４％）

電力ＣＯ２排出原単位改善
：▲７．５百万ｔ-ＣＯ２

（増減寄与度▲２６％）

機器の使用燃料・電力
に応じたＣＯ２排出係数

・機器効率
・断熱性能

保有台数
（保有率×床面積）

経済活動量× × ×
エネルギー
管理状況×

０１年度９０年度

１２１百万ｔ-CO2

１５０百万ｔ-CO2

床面積当たり原単位改善
：▲２．３百万ｔ-ＣＯ２

（増減寄与度▲８％）

民生・業務その他部門におけるエネルギー起源CO2排出の構図

ＣＯ２排出増加の要因分析（９０年度→０１年度）

ＣＯ２排出量

（百万t-CO2）
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▲１,０２６．９－－合計

▲２５．６３３．９自販機

▲７０．２３０．４変圧器

▲２７３．１７０．１ＰＣ

▲１７９．６１４．３照明

▲５．４４８．９ＶＴＲ

▲９．０１６．５テレビ

▲４．７３１．９コピー

▲９４．７２７．８エアコン・暖房

▲３６４．６３２．３エアコン・冷房

削減量（万ｔ-ＣＯ２）機器の効率改善率（％）

①機器効率の改善
トップランナー規制の対象機器について、２００１年時

点で の使用量、全保有台数をベースにトップランナー
基準を達成した機器が全て普及した場合の削減量

▲１０．３百万ｔ-ＣＯ２

（備考）・効率改善率：（TR保有効率②-BAU保有効率①）／BAU保有効率①
①98年までは各年の効率の実績値を使用し、99年以降は各年の効率を98年と同値
とし、保有残存台数を加味して求めた保有効率

②保有台数が全てTR基準に置き換わった場合の保有効率
・民生・業務その他部門でトップランナー規制の対象となっている機器の排出は、全
体の約２１％であり、機器の効率改善以外の要素も重要。

民生・業務その他部門⑤

削減ポテンシャル(1)

●２００１年の排出実績を基にした試算

②電力ＣＯ２排出原単位の改善
電力使用量を一定として、電力ＣＯ２排出原単位が、

電気事業連合会自主行動計画の目標通り、９０年度実
績から２０％改善された場合の削減量

▲約９．４百万ｔ-ＣＯ２

・（電力ＣＯ２排出原単位の改善による削減量）
＝（業務その他部門における電力消費量（２００１））

×（01年実績から１0年目標までの電力ＣＯ２排出原単位改率）
・（01年実績から１0年目安までの電力ＣＯ２排出原単位改善率）

＝２０１０年電事連目標｛０．３４０（ｋｇＣＯ２/ｋｗｈ）｝
／２００１年実績｛０．３７９（ｋｇＣＯ２/ｋｗｈ）｝

③その他の削減ポテンシャルが期待される分野
・建築物の断熱性能
・建築物におけるエネルギー需要管理

備考：2001年度インベントリより作成

（参考） ２００１年ＣＯ２排出量（１８８）
－１９９０年ＣＯ２排出量（１４４）
＝４４百万ｔ-ＣＯ２

備考：2001年度ｲﾝﾍﾞﾝﾄﾘより作成
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民生・業務その他部門⑥

①機器効率の改善(2)
削減ポテンシャル(1)の試算の対象機器は、民生・業務その他部門全体をカバーしたものではないため、マクロ

データを用いて、主な機器(照明・空調・給湯)の効率の改善による削減量を推計した場合の削減量
１５００万tｰCO2 ～ ２２００万ｔｰCO2

＜推計の考え方＞
・業務その他部門の全ての空調機・給湯器・照明機器が、家庭部門のﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ機器と同様の効率改善を達成し、これが２００１年時

点で全て普及すると仮定（空調機：▲３０％、給湯器：▲５％、照明機器：▲１５％）。
・冷暖房用：エネルギー消費量579ＰＪ×0.3＝174ＰＪ

CO2排出削減量：174PJ×9.4万t／PJ(電力)～6万t／PJ(石油)＝1044～1636万tｰCO2
・給湯用：エネルギー消費量421ＰＪ×0.05＝21ＰＪ

CO2排出削減量：21PJ×9.4万t／PJ(電力)～6万t／PJ（石油）＝126～197万ｔｰCO2
・照明用の消費エネルギーは、「オフィスビルにおけるOA機器のエネルギー消費実態調査報告書(H11)による単位㎡当た

りの照明用エネルギー消費量(業務ビル全体の18%）が業務その他部門全体で同様であると仮定(0.18×778MJ/㎡×1686百万
㎡＝236ＰＪ)。従って、削減量は、0.15×236ＰＪ＝35ＰＪ

CO2排出削減量：３５PJ×9.4万t／PJ(電力）＝329万t-CO2

＜参考：コンビニ・チェーンストア業の営業時間の短縮による削減効果＞
○コンビニエンスストアなどの営業時間を、仮に１２時間に短縮した場合の削減効果 約58万ｔ-CO2

－コンビニ：削減量＝230万ｔ×0.5×12/23.6＝58万ｔｰCO2
’01年度の排出量は２３０万ｔ、平均営業時間は23.6時間 出典：産構審・総合ｴﾈ調合同小委員会資料
削減可能な照明・空調用のｴﾈﾙｷﾞｰ消費割合は約50% 出典：日本ｴﾈﾙｷﾞｰ経済研究所「民生部門等における
温暖化対策」

－ﾁｪｰﾝストア：削減量＝０ （現在の平均営業時間は約１１時間であることによる。 出典：産構審・総合ｴﾈ庁合同小委員会資料

削減ポテンシャル(2)

●２００１年の排出実績を基にした試算

2010年時点での排出量を見通す際の増減要因

＜排出増要因＞：各業種の活動量、床面積の増加等
＜排出減要因＞：ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ基準を上回る性能を持つ製品の普及、ﾄｯﾌﾟﾗﾝﾅｰ規制への対象機器の追加、建築物の断熱
性能向上、ｴﾈﾙｷﾞｰ需要管理の進展等

※注：当推計方法はマクロ的な評価を概算するためのもので
あり、個別の対策効果の評価方法を示すためものではない。
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民生・業務その他部門⑦

（ＣＯ２排出係数） × （機器効率） × （断熱係数） × （使用状況） × （純活動量）

電力等のＣＯ２排
出原単位の改善

トップランナー機器・
最高性能機器の普及

省エネ建築物の普及

・ＢＥＭＳの普及
・エネルギー需要の管理の進展

民生・業務その他部門においては、ｴﾈﾙｷﾞｰ消費用途に応じた適切な高効率の製品を普及していくとと
もに、こうした機器の効果的な使用を実現するためにエネルギー利用の最適管理をより一層進めること
が重要ではないか。そのためには、事業者自らがｴﾈﾙｷﾞｰの消費実態を把握するとともに、そのﾃﾞｰﾀを
活用して、ｴﾈﾙｷﾞｰｻｰﾋﾞｽ事業者や行政を含めて総合的な取組が進む方策を考えていくべきではないか。

メーカー：効率の高い機器を製造する。
販売業者：効率の高い機器を販売する。
事業者：効率の高い機器を購入する。

メーカー： 断熱性能の向上に資する設備・建
築物の製造・販売

事業者：新築・改修時における省エネ設備・
建築物の導入

×（保有率）×（世帯数）

・ESCO事業者との連携等によるエネル

ギー利用の最適管理

民生・業務その他部門における対策
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運輸部門①

○運輸部門におけるｴﾈﾙｷﾞｰ起源CO2排出量は、旅客が６割、貨物が４割。

○旅客部門については自動車からの排出が８割程度、貨物部門については貨物自動車／トラックか
らの排出が９割程度を占める。

運輸部門におけるエネルギー起源CO2排出量

バス, 5 (3%)
鉄道, 7 (4%) 船舶, 5 (3%) 航空, 9 (6%)

乗用車※, 135 (84%)

貨物自動車/ﾄﾗｯｸ※,

95 (90%)

鉄道, 0.3, (0.3%) 船舶, 9 (9%) 航空, 2 (1%)

○貨物部門のCO2排出量○貨物部門のCO2排出量○旅客部門のCO2排出量○旅客部門のCO2排出量

備考：2001年度インベントリより作成。

※輸送機関内訳推計誤差は乗用車から控除。

備考：2001年度インベントリより作成。
※輸送機関内訳推計誤差は貨物自動車/トラック車から控除。

単位：百万t-CO2 単位：百万t-CO2
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運輸部門②

（注）実走行条件とは、道路状況（渋滞等）、運転状況（急発進、急加速等）、積載状況（不要物積載走行等）、整備状況（タイヤ空気圧等）、車載機器（カーエア
コン、カーナビ等）等、実走行にあたって燃費に影響を与える要素。

９０年度

ＣＯ２排出量
（百万t-CO2）

８５百万t-CO2

保有燃費：２．８百万t-CO2
（増減寄与度＋６％）

１３３百万t-CO2

０１年度

注１：乗用車のエネルギー消費量の増大を保有燃費、実走行条
件、保有台数、一台あたり走行距離に要因分解し、CO2換算。

注２：計算方法の詳細については、別紙参照。

ガソリン等のＣＯ２
排出原単位

保有台数
（保有率×世帯数）

走行距離× × ×

○運輸・旅客部門（乗用車等）におけるエネルギー起源CO2排出の構図

○乗用車からの排出の内訳としては、一人当たり走行距離が７％分改善しているのに対し、保有台数、保有燃費、実
走行条件（注）がそれぞれ８３％分、６％分、１８％分の排出増要因となっている。

○保有燃費については、単体レベルの新車燃費性能は90年代以降大幅に向上したが、90年代前半に販売された新

車の車両重量が増大したこと等により、結果として若干の悪化となっている。

× 実走行条件

乗用車におけるＣＯ２排出増加の要因分析（９０年度→０１年度）

(出所) 国産車データ。経済産業省調べ。

出荷及び保有乗用車の理論燃費の推移
（ガソリン乗用車）

12.4
12.4912.7
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12.4
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14.3
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12.5
12.4

12.6

13.5

13.1

12.5012.5812.66
12.76

12.88
12.99

13.12

12.81

12.56

12.99

12.67

11.00

11.50

12.00

12.50

13.00

13.50

14.00

14.50

90 91 92 93 94 95 96 97 98 99 00 01
年度

km
/

l

出荷ﾍﾞｰｽ

保有ﾍﾞｰｽ

保有台数：３９．７百万t-CO2
（増減寄与度＋８３％）

一台当たり走行距離
：▲３．５百万t-CO2
（増減寄与度▲７％）

実走行条件：８．６百万t-CO2
（増減寄与度＋１８％）

（参考）

増加：４７．６百万t-CO2
（増減寄与度＋１００％）

理論燃費と
重量区分の構成
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運輸部門③

備考：総合資源エネルギー調査会第３回省エネルギー部会資料より作成

０１年度９０年度

原単位要因：
▲3.5百万t-CO2

（増減寄与▲３８％）

輸送量要因：13百万t-CO2
（増減寄与度＋１３８％）

○貨物自動車のエネルギー消費増加要因

９６百万t-CO2 １０５百万t-CO2

（参考）

○貨物自動車からの排出の内訳としては、原単位要因が３８％分改善しているのに対して、輸送量要
因が＋１３８％分の排出増要因となっている。

○運輸・貨物部門（貨物自動車）におけるエネルギー起源CO2排出の構図

軽油・電力等の
ＣＯ２排出原単位

輸送原単位 輸送量× ×

貨物自動車の輸送量の推移

274.2

313.1

270.0
280.0
290.0
300.0
310.0
320.0

90年度 01年度

1
0
億

ト
ン

km

増加：９．５百万t-CO2
（増減寄与度＋１００％）

貨物自動車におけるＣＯ２排出増加の要因分析（９０年度→０１年度）

ＣＯ２
排出量

（百万t-CO2）

備考：総合資源エネルギー調査
会第３回省エネルギー部会資
料より作成

貨物自動車のCO2排出原単位の推移

0.0003488

0.0003359

0.00032

0.00033

0.00034

0.00035

0.00036

90年度 01年度

t-
C

O
2
/
ト

ン
km
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運輸部門④

●２００１年の排出量実績をベースにした削減ポテンシャル試算

①車両燃費の改善
２００１年時点での保有台数、走行距離等をベースに、乗用車・貨物車についてのトップランナー基準を達成した自動

車が全て普及した場合の削減量 ：

＜排出増要因＞ ： 保有台数の増加、走行距離の増加、実走行条件の悪化等
＜排出減要因＞ ： 現行のトップランナー基準を上回る性能を持つ自動車の普及、実走行条件の改善、各種交通関

係対策の進展等

②その他の削減ポテンシャルが期待できる分野

・物流効率化、交通流対策等

※燃費改善率：（ＴＲ保有燃費②－ＴＲ前保有燃費①）／ＴＲ前保有燃費
①９５年までは新車の燃費実績値、それ以降は９５年の燃費値とし、保有残存台数を加味して求めた保有燃費
②保有台数が全てＴＲ基準に置き換わった場合の保有燃費

削減ポテンシャル

2010年時点での排出量を見通す際の増減要因

▲ 32－合計

4.3%軽油車
▲ 7

11.1%ガソリン車貨物車

14.6%軽油車
▲ 25

17.4%ガソリン車乗用車

削減量（百万t-CO2）燃費改善率（％）

（参考） ２００１年ＣＯ２排出量（２６７）
－１９９０年ＣＯ２排出量（２１７）
＝５０百万ｔ-ＣＯ２

備考：2001年度ｲﾝﾍﾞﾝﾄﾘより作成
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運輸部門⑤

（ＣＯ２排出係数）×（自動車燃費）×（実走行条件）×（走行距離）×（保有率）×（世帯数）

クリーンエネルギー自
動車の普及

トップランナー基準達成車
・更に燃費の高い自動車の普及

・アイドリングストップ

・高度道路交通システム（ITS）等によ

る交通流の円滑化
・交通需要マネジメント（TDM）の推進

公共交通機関等の利用

・メーカー：クリーンエネルギー自
動車の開発、車種拡大

・国民：その購入

・メーカー：低燃費車の開発・製造
・国民：その購入

・メーカー：開発・製造 ・国民：その購入

○運輸旅客部門においては、単体性能の高い自動車を広く普及していくための対策を
講じていくとともに、交通流の円滑化、TDMの推進、公共交通機関等の利用などの

対策を講じていくことが必要であり、これらの対策による削減ポテンシャルを見極め、
それを顕在化していくことが重要ではないか。

ITS : Intelligent Transport Systems 
最新の情報通信技術等を用いた新しい道路交通システムの総称。

TDM : Transportation Demand Management
利用者の交通行動を変更することにより、交通渋滞を緩和する手法。

旅客部門（乗用車）における対策の方向性
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運輸部門⑥

クリーンエネルギー
自動車の普及

・トラックの燃費性能
の向上

モーダルシフト・物流効率化

・メーカー：低燃費トラックの
開発・製造

・物流事業者：その購入

・荷主事業者と物流事業者の連携

○運輸貨物部門においては、トラックの燃費性能を向上させるために適切な対策を講
じるとともに、モーダルシフト・物流効率化については、荷主事業者と物流事業者の
協力、さらには行政の物流効率化支援対策によって生じる削減ポテンシャルを見極
め、それを顕在化していくことが重要ではないか。

（ＣＯ２排出係数） （輸送原単位） （輸送量）× ×

貨物部門における対策の方向性
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エネルギー消費の要因分析は、以下の式に従い行う。
エネルギー消費量＝（要因A）x（要因B）ｘ（要因C）ｘ（要因D）として表せる。
この場合（以下それぞれA、B、C、Dと表記）、

△エネルギー消費量
＝△AxBｘCxD+△BxAxCxD+△CxAxBxD+△DxAxBxC

+△Ax△BｘCxD+△Ax△CxBxD+△Ax△DxBxC+△Bx△CxAｘD+△Bx△DxAxC
+△Cx△DxAxB+△Ax△Bx△CxD+△Ax△Bx△DxC+△Ax△Cx△DxB+△Bx△Cx△DxA
+△Ax△Bx△Cx△D
＝△A（BxCxD+1/2ｘ△BxCxD+1/2ｘ△CxBxD+1/2ｘ△DxBxC+1/3ｘ△Bx△CxD+1/3ｘ△Bx△DxC+1/3ｘ△Cx△DxB+1/4△Bx△Cx△D）･･･A要因

+△B（AxCxD+1/2ｘ△AxCxD+1/2x△CxAｘD+1/2ｘ△DxAxC+1/3ｘ△Ax△CxD+1/3ｘ△Ax△DxC+1/3ｘ△Cx△DxA+1/4△Ax△Cx△D）･･･B要因
+△C（AxBxD+1/2ｘ△AxBxD+1/2x△BxAｘD+1/2ｘ△DxAxB+1/3ｘ△Ax△BxD+1/3ｘ△Ax△DxB+1/3ｘ△Bx△DxA+1/4△Ax△Bx△D）･･･C要因
+△D（AxBxC+1/2ｘ△AxBxC+1/2ｘ△BxAxC+1/2ｘ△CxAxB+1/3ｘ△Ax△BxC+1/3ｘ△Ax△CxB+1/3ｘ△Bx△CxA+1/4△Ax△Bx△C）･･･D要因

と表すことにより、それぞれA要因、B要因、C要因、D要因の寄与を分析できる。

対象車：乗用車（ガソリン）、乗用車（軽油）、貨物車（ガソリン）、貨物車（軽油）（貨物車：2.5t以下）

データの出所：エネルギー消費量（自動車輸送統計年報）、保有台数（自動車保有車両数統計より推計）、燃費（各年の新車の実績値に残
存台数を考慮した保有燃費）、活動量（推計）、走行距離（運輸統計年報）

１．要因分析について１．要因分析について

２．家庭部門２．家庭部門

３．業務その他部門３．業務その他部門

対象機器：エアコン／コピー／TV／VTR／照明／PC／変圧器／自動販売機

データの出所：エネルギー消費量（（財）ビルエネルギー総合管理技術協会資料より推計）、床面積（実績値より推計）、床面積当たり
原単位（実績値より推計）

４．自動車部門４．自動車部門

（別紙）データの計算方法について

対象機器：エアコン／石油ストーブ／ガス給湯器／灯油給湯器／ガスコンロ／冷蔵庫(300L以下)／冷蔵庫（300L以上）／TV(29インチ以下)
／TV（29インチ以上）／VTR／照明／温水洗浄便座／PC
データの出所：エネルギー消費量（電力機器：電力需要の概要、ガス機器：ガス事業統計、石油機器：エネルギー需要生産統計から推計）、
世帯数（国立社会保障・世帯数推計）、効率（各年の販売実績値に残存台数を考慮した保有効率）、活動量（推計）、保有率（家計消費の
動向）
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